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ボランティア教員が
農村部の教員不足解消に果たす役割と課題

─ザンビア共和国マサイチ郡のコミュニティ・スクールを事例に─

興　津　妙　子
（個人コンサルタント）

１．はじめに

　サブサハラ・アフリカ（以下、アフリカ）

地域では、ミレニアム開発目標に掲げられ

ている 2015 年までの初等教育の完全普及

（Universal Primary Education: UPE）の達

成に向けた努力を続けており、初等教育就

学者数の伸びが顕著である。一方で、増え

続ける就学者に対し、教員不足が深刻な状

況にある。ユネスコ統計研究所 (UIS) は、

2015 年までの UPE 達成のために、アフリ

カ地域で新たに約 111 百万人の教員が必要

であると試算しており、これは実に全途

上国の新規教員需要の 55％を占める (UIS 

2011)。しかし、政府の初等教育セクター経

常予算の大半を教員給与が占めると言われ

る中（例えば、Lambert 2004）、更なる財政

支出を伴う正規教員の大幅な増員は容易で

はない。

　このような状況の中、教員不足を解消す

る切り札として注目されているのが契約教

員である。一般的に途上国の契約教員は、

正規の教員資格を持たず、給与水準も正規

教員より低い傾向にあるとされる（Bennel 

and Akyeampong 2007; Lambert 2004）。そ

のため、契約教員の雇用は短期間に教員不

足を解消し、教師対生徒比率を改善する

費用対効果の高い施策とする考え方がある

（Moore et al. 2007; Bruns et al. 2011）。

また、契約教員は地元出身者の割合が多い

ため、教員不足が最も深刻な、農村部や僻

地の教員増に特に効果的と期待する見方も

ある（Bourdon et al. 2007）。

　契約教員の雇用が名目上教員不足の解消

に貢献したとしても、その教員が定期的に

学校に現れなければ、授業時間は確保され

ず教員不足が実質的に解消されたとは言い

難い。しかし、近年、複数の研究者が、契

約教員の中でもとりわけ、コミュニティ・

スクールなどで、親やコミュニティに直接

雇用される契約教員は、給与の高い公立校

の正規教員よりも欠勤が少ないとの見解を

示している（例えば、World Bank 2003; 

DeStefano et al. 2007; Patrinos and 

Kagia 2007; Bruns et al. 2011）(1)。これ

らの研究者は、親やコミュニティは教員の

直接の雇用者として、教員の勤務態度を厳

しく監督すると想定している。また、契

約教員側は、コミュニティからの契約非更

新や解雇のリスクを回避しようとするた

め、解雇のリスクがほとんどない正規教員

よりも勤務態度向上のインセンティブが高

いと想定されている (2)。一方、こうした見

方とは異なり、契約教員は、給与水準が低

く将来に亘る職の保障も乏しいため、離職

や欠勤が多く、実質的な教員不足解消の

処方箋とはならないとの考えを示す研究

者もいる（例えば、Fyfe 2006; Education 

International 2007)。

　このように、契約教員が教員不足解消に

果たす役割については、統一的見解に至っ

ていない。とりわけ、コミュニティに直

接雇用される契約教員が、長期に亘り定着

し、欠勤も少なく、実質的な教員不足解消

広島大学教育開発国際協力研究センター『国際教育協力論集』第 15 巻 第 1 号（2012） 1 ～ 21 頁



興津　妙子

－ 2－

に貢献する、という仮説に関しては、研究

者の間で相反した見解や研究結果がある。

Bonnet(2007)、Bennel(2004)、Bourdon et 

al.(2007) は、研究結果が混在する背景に

は、契約教員を取り巻く条件や環境の違い

があると指摘する。契約教員の契約形態、

報酬のレベル、勤務体系、キャリアパス、

親やコミュニティとの関係などは一様では

ないと考えられ、それが契約教員の確保や

定着の状況、勤務態度などに影響を与えて

いるのかもしれない。しかし、契約教員が

実質的な教員不足解消に果たす役割につい

て、彼らを取り巻く環境や条件に着目して、

詳細に検証している先行研究は少ない。と

りわけ、現場の実際のアクターである契約

教員やコミュニティの声を拾い上げ、彼ら

の視点から分析したものはほとんど見当た

らない。

　そこで、本稿では、ザンビア共和国農村

部のコミュニティ・スクールを事例として、

コミュニティが雇用する「ボランティア教

員」と呼ばれる契約教員が、教員不足解消

に果たす役割について、彼らを取り巻く条

件や環境に着目して検証する。ザンビアで

は、1990 年代半ばから、公立校へのアク

セスが困難な貧困層や農村部の親やコミュ

ニティが、次々とコミュニティ・スクール

を設立した。現在では、コミュニティ・ス

クールは、同国の公立基礎教育学校の半数

以上の数を誇るまでになっている。コミュ

ニティ・スクールでは、親やコミュニティ

の代表組織である「保護者・住民・学校

委 員 会（PCSC: Parent Community School 

Committee）」が、高卒資格(12年生修了資格)

を有する「ボランティア教員」と呼ばれる

契約教員を直接採用することとなっている。

また、PCSC がボランティア教員に対し手当

を支払い、彼らの勤務態度をモニタリング

し、問題があれば解雇出来る制度的仕組み

が留保されている。果たして、コミュニティ・

スクールにおいて、PCSC は、高卒資格を持

つボランティア教員を必要数採用し、定着

させることが出来ているのだろうか。また、

効果的にボランティア教員の欠勤を防止出

来ているといえるだろうか。そして、これ

らが実現できていないとすれば、その要因

は何であろうか。本稿では、こうした問題

意識に基づき、ザンビアの農村部を事例と

して、ボランティア教員がおかれた環境や

アクター間の関係性に着目して、理解する

ことを試みる。

２．コミュニティ・スクール（以下、

CS）の発展とボランティア教員の

制度的位置づけ

（１）ザンビアにおけるCSの発展とその背景

　本研究の手法と分析結果を提示する前に、

本節では、ザンビアにおける CS の発展の経

緯、CS に対する公的支援制度、CS における

ボランティア教員の採用と人事管理に関す

る制度的仕組みについて概観しておきたい。

　ザンビア政府は、CS を、「親やコミュニ

ティによって設立・運営される学校」と定

義している（MOE 2007)。CS の中には、親

やコミュニティではなく、NGO や教会組織、

外国ドナーが直接設立・運営を担っている

場合や、CS を財政的、技術的に支援してい

る場合もある。そのため、CS の多様性には

留意が必要であるが、CS と呼ばれる学校

は、1990 年代の初めにザンビアに出現し始

め、現在に至るまで増加を続けている (MOE 

2007)。公式統計によれば、CS は 1996 年

の 55 校から 2009 年には約 50 倍に相当する

2,773校にまで増加している（表1）。これは、

実に基礎教育を提供する学校の 30％以上を

占める数である。 教育省が把握しきれてい

ない CS もかなりの数に上ると推測されてお

り、実際の CS の数は公式統計よりも更に多

い可能性が高い（DeStefano 2006）。

　CS の急増の背景には何があるのであろう

か。政策面では、1996 年に発表された教育



表 1　運営形態別基礎教育学校の内訳の変遷　（1996-2009 年）

1996 1997-1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006-2008 2009 

公立校・

助成金学校 
n/a ・・・ 4,310 4,310 4,360 4,400 4,962 4,666 ・・・ 5,226 

私立校 n/a ・・・ 131 131 205 287 395 483 ・・・ 528 

コミュニティ・

スクール
55 ・・・ 883 1,336 1,337 1,086 1,371 2,162 ・・・ 2,773 

（出所）MOE (2006; 2009）
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政策『Educating Our Future』において、

教育セクターの規制緩和と学校運営への住

民参加が推進され、親やコミュニティが CS

を設立・運営することが強く奨励されてい

る (MOE 1996, p3)。政府が、教育セクター

の自由化や学校運営への住民参加を促進し

た背景には、1990 年代初頭のザンビアに

おける民主化の動きと連動した市民の政治

参加を推進する流れがあった。一方、経済

面では、経済危機を端緒とした緊縮財政政

策が実施され、教育セクターの公的支出が

削減された。そのような状況の中、基礎教

育の普及をはかるには、教育提供主体の多

元化を図り、受益者負担という意味でのコ

ミュニティの学校参加が不可欠という事情

もあった。実際、Cashen et al.(2001) や

DeStefano(2006) は、CS 急増の実質的な要

因は、経済的理由や地理的理由から公立校

に通学できない児童の親やコミュニティが、

自助努力で次々に学校を設立したためであ

ると報告している (3)。つまり、CS の急増は、

単に民主化に後押しされた、市民の学校設

立・運営への参画の希求の帰結というより

も、政府の基礎教育拡充にあたっての機能

不全に起因したものという側面が強かった

と推測される。

（２）CS に対する政府の認可と公的支援の

制度

　ザンビア政府は、当初、CS の設立や運営

に際して認可制度や規制を設けず、公的補

助も行っていなかった。1997 年には、増え

続ける全国の CS の実体を把握し、支援を

行うことを目的として、UNICEF が中心と

なり、ザンビア・コミュニティ・スクール

事務局 (ZCSS: Zambia Community Schools 

Secretariat) が設立された。教育省は 2001

年にZCSSとの間で、最初の覚書(Memorandum 

of Understanding: MOU) を締結し、ZCSS に

対する財政援助や教材供与などを通じて、

ZCSS に認可登録された CS への側面支援を

行うことを約束した。しかし、2006 年にな

ると、ZCSS は、不透明な財政管理のため活

動停止を余儀なくされた。こうした状況を

受け、政府は、2007 年に CS の運営に関す

る初の公式ガイドラインを発出し、CS を公

教育の補完的（complementary）存在と認

め、一定の条件を満たした CS に政府が認可

を与え、政府が直接支援を行うことを表明

した (MOE 2007)。政府による支援には、学

校補助金の配分、教科書、シラバス、教師

の指導書、文具の配分が含まれている（MOE 

2007: p22）。さらに、政府は、CS で雇わ

れるボランティア教員が、正規教員と同様

に、現職教員訓練に参加出来る仕組みを整

備するとともに、郡教育基準官が CS の教

育の質をモニタリングすることを約束して

いる (MOE 2007)(4)。また、CS のボランティ

ア教員の多くが無資格教員であることに鑑

み、CS における教育の質の確保を目的とし

て、CS にも一定数、正規の資格教員を配置

するよう「善処する (endeavour to)」とし

ている (MOE 2007, p.14)。なお、認可 CS

には原則として公立校と同じカリキュラム
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の使用が求められている (5)。CS の 7 年生に

も公立校同様に 7 年時の修了試験の受験資

格が付与され、合格すれば公立校の 8 年生

に編入出来る仕組みが取られている。更に、

政府は、一定の基準を満たした CS を公立校

に昇格（upgrade）できる道も用意するとし

ている。このように、政府は、近年、一定

数の正規教員の直接配置も示唆した CS 支

援策を打ち出している。一方で、政府は、

CS の学校運営、とりわけボランティア教

員の管理責任は親とコミュニティの代表組

織である「保護者住民学校委員会 (Parent 

Community School Committee、以下 PCSC)」

にあると明言している（MOE 2007, p7）(6)。

次節では、PCSC がボランティア教員の採用、

手当支払い、モニタリング、解雇に果たす

役割の制度的規定について説明する。

（３）CS におけるボランティア教員に関す

る制度的既定

　前述のとおり、政府は、CS の学校運営の

第一義的な責任を PCSC に求めている。と

りわけ、CS の教員の主力となる、ボラン

ティア教員の採用と手当支払いの権限と責

任は、PCSC が負うものと明言している (MOE 

2007)(7)。2003 年頃には、政府が各 CS に支

給する学校補助金のうち、2 割を上限とし

てボランティア教員の手当に充当すること

が認められていたが、現在では学校補助金

をボランティア教員の手当に充当すること

は禁止されている。よって、ボランティア

教員の手当支払は現在全面的に PCSC の責任

と位置づけられている。ボランティア教員

の資格要件として正規の教員資格は求めら

れていないが、可能な限り 12 年生修了（高

卒）資格保有者、最低でも 9 年生修了者と

することが求められている (MOE 2007)。な

お、ボランティア教員の契約条件や年数は

特に定められておらず、各 PCSC の裁量に

委ねられている。更に、PCSC の重要な役

割の一つとされているのは、ボランティア

教員の欠勤を含む勤務態度のモニタリン

グと、問題教員の解雇である (ZCSS 2005; 

MOE 2007)。政府は、PCSC に雇用されるボ

ランティア教員は、PCSC に対して直接責任

を負うべきとも規定している (ZCSS 2005; 

MOE 2007)。契約教員の勤務態度のモニタ

リングと解雇の権限をコミュニティが持つ

ことは、World Bank(2003)、 DeStefano et 

al.(2007)、Patrinos and Kagia (2007)、

Bruns et al. (2011) が、契約教員に勤務

態度の向上のインセンティブを与える重

要な権限と論じているものである。ザン

ビアの CS の実態について論じている De 

Stefano(2006) は、ザンビアにおいても、

ボランティア教員は雇用主である PCSC に対

し、説明責任を持つため、勤務態度向上の

意欲が高いだろうと推測している。

３．調査の方法と調査郡・調査学校の

概要

（１）調査の方法

　2008 年 1 月から 6 月にかけて、コッパー

ベルト州の農村部に位置するマサイチ郡の

CS3 校を対象校としてフィールド調査を実

施した。ザンビア農村部の CS の多くが僻

地に存在しているといわれる（DeStefano 

2006）。そのため、本調査では、3校中 1校 (C

校 ) は、幹線道路から 30km 離れた僻地にあ

る学校とした。ただし、十分な調査時間を

確保するため残りの 2 校はアクセスが比較

的容易な学校とした。従って、調査校の選

定は必ずしも統計的な代表性を意図するも

のではない。ただし、調査校の選定にあたっ

てはコミュニティの属性（社会・経済的背

景、PCSC 会長のリーダーシップ）や外部

ドナーからの支援の有無等、学校間で何ら

かの興味深い差異が見られると仮定された

事項を考慮に入れた。調査方法の中心は半

構造化インタビューであり、(a) 学校関係

者計 85 名（児童の親、PCSC 役員、ボラン



表 2　インタビュー調査対象者（学校関係者）85 名の詳細内訳

マザー・スクー

ルの校長と教員

マザー・スクール

から CS に出向して

いる正規教員

CS のボランティ

ア教員
児童の親 PCSC 役員

4 2 15 35 29

（注）ボランティア教員 15 名のうち 1名は元ボランティア教員。
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ティア教員、至近の公立校（マザー・スクー

ル、詳しくは後述）から派遣されている正

規教員、マザー・スクールの校長と教員）、

(b) 郡教育評議会事務所所長及び郡教育行

政官計 4 名、（c）ドナー関係者計 5 名にイ

ンタビューを行った（学校関係の被調査者

の内訳は表 2）。児童の親など英語を解さな

い被調査者へのインタビューは、地元出身

で地域の事情に詳しい男女 1 名ずつの通訳

を介して実施した。児童の親、PCSC 役員、

ボランティア教員、については、それぞれ

の集団を 5-7 名のグループに分けてインタ

ビューを実施した。しかし、親と PCSC 役員

に対するグループインタビューでは、地域

の有力者で学歴レベルが高い男性が発言を

独占することが多く、機微な問題に議論が

及んだ時に口を閉ざす者も少なくなかった。

そのため、被調査者が自由に話せる環境を

確保するために、補足的な個別インタビュー

も行った。また、PCSC 会合やボランティア

教員の処遇を巡る会合の参与観察を可能な

限り行い、議論の内容、意思決定プロセス、

アクター間の関係性の理解に努めた (8)。そ

の他、学校情報に対する質問紙調査と過去

の PCSC 会合議事録の収集を行い、各校の概

要を把握した。フィールドノーツ、学校視察、

地域生活視察、非公式な会話も出来る限り

記録した。

（２）調査郡・調査校の概要

　マサイチ郡は人口の大半が自給自足農業

を生業とする農村地域である。郡内で基礎

教育を提供し政府の認可を受けている学校

は、公立校 40 校、私立 1 校、CS32 校であ

る。全 CS の内、10 校は 4 学年までしか提

供しておらず、残りの学校も 7 学年までし

か提供していない不完全学校である。郡基

礎教育評議会書記長（District Education 

Board Secretary: DEBS）によれば、郡内の

全ての CS が、公立校が通学距離圏にないか、

公立校で徴収される PTA 会費や制服代が払

えないために、親やコミュニティが自発的

に設立した学校とのことである。先述のと

おり、政府は、CS に対し一定数の正規資格

教員の配置に向けて善処すると明言してい

る。しかし、この施策は、マサイチ郡では

実現されていなかった。郡教育評議会事務

所では、代わりの策として、各公立基礎教

育学校に対し、自校の正規教員を最低 1 名、

至近の CS に「出向（secondment）」させる

よう指導していた。マサイチ郡では、各 CS

に最も距離的に近いこうした公立校を、そ

の CS の母親に見立てて「マザー・スクー

ル」と呼んでいる。しかし、郡教育行政官

の話によれば、郡教育評議会事務所の指導

どおりに正規教員を CS に出向させている公

立校（マザー・スクール）は、その学校に

教員の余剰がある場合に限られている、と

いう。実際に、調査校 A、B校では、マザー・

スクールが幹線道路沿いに位置し、勤務環

境が比較的良いため教員に人気があり、正

規教員の余剰があった。そのため両校の校

長は、CS に対して自校の正規教員 1 名を出

向させていた。一方、僻地に位置する C 校

では、マザー・スクール自体も僻地に位置

しており教員不足が深刻である。そのため、

C 校には、マザー・スクールから正規教員

は 1 人も出向されていなかった (9)。このよ



表 3　調査校の概要

学
校

地
理

設
立
年

学
年

児
童
数

正
規
教
員
数

ボランティ

ア 教 員 数

（括弧内は

学歴）

教員あ

たり児

童数

設立の経緯 ドナー支援の有

無

学校施設

A 農村

部

1994 1-7 216 1 合計：6

内訳：

4名（G12）

1 名（G11）

1 名（G9）

1:30 地元のカトリッ

ク教会の指導者

が自ら教員とな

り設立。

有

(USAID と Care 

International）

1 教室（柱と茅

葺屋根のみ）の

他、煉瓦造りの

新校舎 (5 教室 )

を USAID 支援で

建設中。

B 農村

部

2000 1-7 185 1 合計：7

内訳：

4名（G12）

1 名 (G11)

1 名 (G9)

1 名 (G7）　

1:23 地域の有力者で

バプティスト教

会を運営する家

族が家族メン

バーを教員とし

て設立。

有

(USAID と Care 

International）

1 × 2 教室（土

塀と茅葺屋根）、

1 教室（柱と茅

葺屋根のみ）の

他、煉瓦造りの

2 教 室 を USAID

支援で建設中。

C 農村

部 ・

僻地

2000 1-4 95 0 合計：1

内訳：

1名 (G9) 

1:95 プロテスタント

系キリスト教会

の指導者が地元

の若者 1 名を教

員として設立。

無 親や住民が建設

した木造校舎が

雨で流され、村

の教会施設を教

室として使用。
（出所）筆者学校調査より。

（注）　A、B 校に対するドナー支援は右のとおり：(i) ボランティア教員の教員養成課程（通信制）就学のた

めの奨学金（USAID）( 各校 4名 )、(ii) ボランティア教員及び民生委員に対する自転車供与（Care）､

(iii) ボランティア教員に対する短期現職教員訓練（USAID）、(iv) エイズ孤児を支援するコミュニティ

民生委員のトレーニング（Care）､(v)PCSC 役員の訓練 (Care）、(vi) 教科書供与（公立学校で導入され

た新しいシラバスに沿ったものではなく古いシラバスに対応した古いもの、Care）
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に、調査郡の CS においては、マザー・スクー

ルから出向している正規教員の配置は多く

ても各校一名という状況であり、教員の主

力は PCSC が雇用と手当支払いの責任を持つ

ボランティア教員という状況にあった。

　調査郡では、米国開発援助庁（USAID）と

Care International が、約 3 分の 1 程度の

CS を対象として、学校建設のための資金提

供の他、ボランティア教員に対する自転車

供与や短期間の現職教員訓練の支援を行っ

ていた。これらに加えて、USAID は、郡内

の３校計 10 名のボランティア教員に対し、

教員養成校の通信課程で学ぶための奨学金

を供与していた。本研究の調査校 3 校のう

ち 2 校（A、B 校）は、この奨学金支援の対

象校である。各調査校の概要については表

3に纏めた。

４．調査結果と分析

　本節では、第 1 節で述べた問題意識、す

なわち、コミュニティに雇用される契約教

員であるボランティア教員が、ザンビアの

農村部の教員不足解消に貢献していると言

えるのか、についてフィールド調査の結果

を基に考察する。第 1 節で述べたとおり、

先行研究では契約教員を取り巻く条件や環

境に着目したものは少ない。そのため、本
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節では、ザンビア農村部の特有のコンテク

ストにおける、ボランティア教員を取り巻

く条件や環境に着目して分析を行う。調査

結果の分析に先立ち、以下の研究設問を設

定する。(1) PCSC は高卒資格を持つボラン

ティア教員を必要数確保できているのか？

できていないとすればその要因は何か？(2) 

PCSC は、ボランティア教員の出欠をモニタ

リングし、欠勤が多い教員の解雇を行って

いるのか ? していないのであればその要因

は何か ?　(3) PCSC が持つボランティア教

員の解雇権は、ボランティア教員の欠勤抑

止に貢献しているか？

（１）PCSC によるボランティア教員の確保

の状況とその背景

（ア）各校におけるボランティア教員の確保

の状況

　前節表 3 のとおり、A、B 校と C 校の間

には教員対児童数及びボランティア教員の

学歴に大差が見られる。C 校のボランティ

ア教員は 1 名のみで、その学歴は 9 年生修

了に過ぎない。C 校では、前節で述べたよ

うに、マザー・スクールからの正規教員の

出向もないため、教員対児童数は 1:95 と

学習環境は劣悪である。そのため、C 校で

は、授業は 1-2 年生、3-4 年生をそれぞれ

まとめた複式学級制度を採用している。ま

た、教員不足のため 5 学年以降の学年は提

供できていない。一方、A 校、B 校では、各

6、7名のボランティア教員を確保している。

マザー・スクールから出向している正規教

員各 1 名を含めると、教員対児童数は A 校

1:30、B 校 1:23 で、比較的少人数教育を実

現している。また、A、B 校のボランティ

ア教員の半数以上は、政府が CS のボラン

ティア教員に求める 12 年生修了（高卒）資

格保有者である。ただし、表 4 が示すよう

に、A、B 校の教員数の推移をさかのぼって

見ると、両校でボランティア教員が増加し

たのは、2006 年以降、とりわけ 2007 年以

降で、それ以前は 2-3 名に留まっていたこ

とが分かる。つまり、C 校及び 2005 年以前

の A、B 校では、教員不足が深刻である。で

は、2006 年以降、A、B 校で教員不足が改善

し、一方 C 校では依然として 1 名の教員し

か確保できていない要因は何だろうか。

　A、B 校の PCSC 役員は、その理由につい

て、USAID が 2006 年に両校で開始したボラ

ンティア教員に対する支援によって、両校

でボランティア教員のなり手が増えたため

と説明する。USAID は、A、B校のボランティ

ア教員に対し、2006 年より自転車や T シャ

ツなどの物品を供与したり、短期の現職教

員訓練を実施している。更に、2007 年には、

一回限りのパイロット事業であるが A、B 校

各 4 名のボランティア教員を対象として、

教員養成通信課程就学のための奨学金の授

与を行った。両校の PCSC 役員は、これらの

支援、とりわけ奨学金授与が、両校でボラ

ンティア教員の志願者を大幅に増加させた

との見解を示す。ザンビアでは、12 年生の

修了試験に合格しても、就職も進学も出来

ない若者が多い。とりわけ、進学を希望し

ながら経済的理由により進学ができなかっ

た若者にとっては、奨学金を得て将来的に

正規教員資格が取れる道が開けることは大

きな魅力である。このことは、2007 年以降

にボランティア教員になった 7 名全員が、

その動機を、「奨学金を得ることを期待した

ため」と回答していることからも裏付けら

れる（表 5）。そのうちの１人の発言を紹介

する：

友達がボランティア教員になって、奨

学金や自転車をもらっているのを見て、

私もボランティア教員になれば、私も

将来的に奨学金の候補者になれると思

いました。それで、PCSC にボランティ

ア教員になりたいと申し出ました。（A

校、ボランティア教員⑥）
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　USAID は、奨学金授与の条件を 12 年生修

了試験に一定の成績で合格した者に限って

いる。PCSC 役員によれば、そのため、A、B

校では 12 年生卒業資格を持つボランティア

教員が増えることとなったとのことである。

一方、C校では、A、B校と異なり、ボランティ

ア教員に対する外部支援は行われていない。

そのため、C 校の PCSC 役員は、設立以来勤

務している 1 名を除いて、ボランティア教

員のなり手が殆どいない状況が何年も続い

ているという。その傾向は表 4 の教員数の

推移からも明らかである。

　以上から考察すると、外部援助によるボ

ランティア教員に対する物的支援や奨学金

供与、現職訓練の機会が得られなければ、

各校の PCSC が必要数のボランティア教員を

確保することが困難である状況が示唆され

る。とりわけ、政府が求める 12 年生卒業資

格を持つ人材の確保が難しい様子が窺える。

以下では、その要因について考察する。

（イ）ボランティア教員の確保の困難性とそ

の要因 

(i) 地域住民の学歴の低さ

　各校の PCSC 役員は、ドナーの支援無しに、

12 年生修了資格を持つ人材を PCSC が確保

することが難しい要因として、まず、それ

だけの学歴を有する住民を地域内で確保す

ることの困難性を挙げる。PCSC 役員と親へ

の聞き取り調査によれば、調査校 3 校とも

に、通学距離圏に一切学校がなかったため、

親や地域住民の自助努力で設立された。そ

のため、各校が設立される以前は、地域住

民で学校教育にアクセスできた者は極めて

限られていたという。なんとか、公立校が

近くにある親戚の家などに居候しながら、

公立基礎教育学校の課程を修了できたとし

ても、費用負担の重い高校進学を果たせる

者は非常に少ないという。このような状況

を考えれば、政府が求める 12 年生修了資

格を持つ人材を地域内で確保することの困

難さはある意味当然の事情であろう。親や

住民が直接契約教員を雇用する学校モデル

は、教員として勤務できるだけの学歴を持

つ人材が地域内に十分にいることを前提と

している (Zafeirakou 2007; Moore et al. 

2007)。しかし、調査地域では、その前提条

件は、十分に満たされていない。先述のと

おり、A、B 校では USAID が 12 年生修了資

格を持つボランティア教員各 4 名を対象と

して奨学金を供与している。しかし、B 校

の PCSC 会長の話によれば、同校ではコミュ

ニティ内から高卒資格を持つ者を必要数確

保できなかったという。そのため、同校では、

奨学金を受給した 4 名のうち 2 名は、郡教

育行政官事務所の紹介を受けた近隣の都市

部出身の若者が雇用されていた。

（ii）ボランティア教員が得る報酬の低さ

　PCSC 役員は、たとえ地域内で一定の学歴

を持つ者を見つけられたとしても、その中

から、実際にボランティア教員を勤めてく

れる意欲を持つ者を探すことは難しいとの

見解を示す。そして、その理由について、

PCSC がボランティア教員に支払える報酬額

が低いためと説明する。B 校の PCSC 会長の

発言を紹介する：

我々（PCSC）はボランティア教員に殆

ど報酬を払えません。ですから、ボラ

ンティア教員のなり手を捜すことはと

ても困難です。あなた（筆者）が見て

も分かるとおり、このコミュニティは

自給自足で成り立っていて、とても脆

弱（vulnerable）なのです。薪の販売

で現金が入っても、そのままその日の

うちに家族の胃袋の中に消えてしまう

だけです。殆どの親には PCSC 会費を払

う余裕などありません。（B 校、PCSC 会

長）

　表 6 のとおり、各校が、ボランティア教
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員への手当支払いを目的として徴収する

PCSC 会費額は、学校間で多少の差はあるも

のの、児童一人あたり学期毎に 1 米ドル前

後にとどまっている (10)。学校質問票によれ

ば、PCSC 会費の徴収率も、A 校で約 6 割、B

校で約 5 割、C 校では 2 割以下に留まって

いる (11)。 都市部へのマーケットへのアク

セスが比較的近く、現金収入の手段が他の

2 校より良いとされる A 校では、3 校中最も

高いPCSC会費（学期あたり1.63米ドル相当）

を設定している。その A 校でさえも、ボラ

ンティア教員が学期毎に受け取る手当額は

一人当たり 22 米ドル相当で、公立校の教員

給与の約 60 分の 1に過ぎない（表 6）(12)。

　ボランティア教員の報酬が低いためにボ

ランティア教員のなり手がいないことは、

ボランティア教員側の発言からも裏付けら

れた。例えば、A 校で、最も長くボランティ

ア教員を務めている男性は次のように述べ

る：

長年（USAID の支援が開始されるまで）、

この学校のボランティア教員は私 1 人

しかいませんでした。なぜなら、少し

の報酬、または全くの無報酬の仕事な

ど人々は関心を持たないからです。そ

れでも、過去に何人かがボランティア

教員になってくれましたが、その殆ど

が辞めていきました。（A校、ボランティ

ア教員③ )

　一方、この教員を含め、USAID の支援が

開始される前から、低い報酬にも拘わらず

数年に亘りボランティア教員を務めている

者もいる（ボランティア教員②、③、⑦、⑪、

⑬、⑭）。彼らは、その動機について、地域

の子供の教育に寄与したいという強い思い

や、神への奉仕などの宗教的理由を挙げる

（表 5）。そして、そうした強い内発的動機

を持つに至った理由について、「自分自身が

経済的理由などから学校教育を受けること

が困難であったため地域の子どもには同じ

思いをさせたくない（教員②、③）」や、「地

域の人への恩義に報いたいから（教員②）」、

「尊敬する牧師から依頼されたから（教員

⑭）」といった回答を挙げた者もいた。この

ことから、彼らの内発的動機は、何らかの

個人的な経験や地域住民との個人的な関係

性が基盤となっている様子が窺える。A 校

の教員の発言を紹介する：

私は早くに父を失い祖父に育てられま

した。でも祖父は老いていたので農作

業をすることができず、私は学校に行

く費用を自分で稼がなければなりませ

んでした。私は地域の子供たちには同

じ思いをさせたくないと考え、ボラン

ティア教員になることにしました。（中

略）また、この学校の PCSC 副会長は、

孤児となった自分に家や食べ物を提供

してくれ、私を支えてくれました。ボ

ランティア教員になったのは僕を助け

てくれた彼や地域への恩返しでもあり

ます。(A 校、ボランティア教員② )

　しかし、このように地元への強い奉仕意

欲があっても、生きていくために食べ物を

確保し、その他の生活費も賄わなければな

らないという現実は変わらない。表 5 のと

おり、ボランティア教員 14 名の内 10 名が、

親や子など扶養しなければならない家族が

おり、一家の大黒柱として収入源を確保し

なければならない立場にある。表 5 のとお

り、ボランティア教員全員が副業として自

営農業に従事しているが、これは、彼らが、

学校でボランティア教員として勤務してい

る時間は、農作業ができないことを意味す

る。以下の A 校のボランティア教員の発言

は、農村部のボランティア教員のおかれた

厳しい状況を物語っている：

私は、地域の子供への愛情からボラン



表 4　調査校のボランティア教員数の推移 (1999-2008 年 )

1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008

A 校 2 2 1 1 1 2 2 3 6 6

B 校 n/a n/a 2 3 2 2 3 5 7 7

C 校 n/a 1 2 1 1 1 2 1 1 1

( 出所 )筆者学校調査より。
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ティア教員になりました。でも、私だっ

て、自分の妻や子供を養わなければな

りません。学校に行って教えている時

間には、農作業や薪焼きができません

から、自ずと食べ物や収入は減ります。

私自身も家族を養うために一旦教員を

辞めざるを得ませんでした。他の教員

も同様に辞めてしまいました。そのた

め学校（A 校）は 1996 年から 3 年間、

教員がおらず閉校していました。(A校、

ボランティア教員③ )

　このように、ドナーの支援が開始される

以前から、強い内的動機によってボランティ

ア教員を勤めている者でも、常に勤務継続

と離職の葛藤の間で揺れ動き、離職を選択

せざるを得ない場合もあるようである。こ

のことは、全ボランティア教員 14 名の内、

全員が「離職を考えたことがある」と回答

していることからも裏付けられる。全ての

ボランティア教員に対し、離職を考える理

由を、複数回答可として尋ねた。その回答

を多い順に示すと、「生活苦とそれに伴う家

族の反対（14 名）」、「正規教員との勤務条件・

環境と社会的地位の格差 (7 名 )」、「将来的

なキャリアの見通しが乏しいこと（3 名）」、

「悪路による通勤の困難性（3 名）」であった。

離職を考える最大の理由は、報酬が低いこ

とによる生活苦であるが、金銭的報酬以外

の理由も離職を考えるきっかけとなってい

ることが分かる。二番目に多い回答「正規

教員との勤務条件・環境と社会的地位の格

差」を挙げた教員達は、公立校の正規教員

との間の給与面での格差以外にも、正規教

員との間の社会的地位の格差、現職教員訓

練の機会の格差、教科書や指導書など教材

配布に関する格差、を挙げる。その内の一

人のボランティア教員の発言を紹介する：

マザー・スクールの教員は我々ボラン

ティア教員のことを人間ではなく動物

だと思っています。彼らは我々のこと

を「Vol（ボランティア教員の蔑称）」

と呼んで蔑みます。マザー・スクール

や郡教育事務所は、正規教員だけ現職

教員訓練に呼び、我々には声がかから

ないこともあります。（中略）公立校で

は、新しいシラバスと新しい教科書が

配布されましたが、CS には配布されて

いません。マザー・スクールに行って、

新しいシラバスをコピーさせて欲しい

と依頼しましたが、断られました。7

年生卒業試験は新しいシラバスに基づ

いて行われるので、このままだと私た

ちの学校はいい成績を修めることは出

来ないでしょう。（中略）私たちは少な

い報酬で、貧しい子供のために奉仕し

ています。これは自己犠牲に他なりま

せん。それなのに、我々は人間とすら

認めてもらえないのです。このような

経験をするとき、私は学校に行きたく

なくなり、いっそボランティア教員を

辞めてしまいたいとさえ思います。（B

校、ボランティア教員⑦）

　また、第三番目に多い回答「将来的なキャ



表 5　各校のボランティア教員のプロフィール

A校

性
別

学歴 勤務

年数

出身地 副業 扶養家族

( 括弧内は子

供の数 )

ボランティア教員になっ

た動機

USAID

による

奨学金

USAID に

よる自転

車・Tシャ

ツ・短期

教員訓練

① 男 G12 2 年 地域内 自営農家 妻・子 自転車、奨学金の授与 有 有

② 男 G12 4 年 地域内 自営農家 子 (1) 地域の子供の教育への貢

献、孤児であった自分と

同じ境遇の子供の教育に

貢献したい。家を提供し

てくれたコミュニティへ

の恩返し。神への奉仕。

有 有

③ 男 G11 9 年 地域内 自営農家 妻・子 (7) 地域の子供の教育への貢

献

無 有

④ 男 G12 2 年 地域内 自営農家 母 奨学金 有 有

⑤ 女 G9 2 年 地域内 自営農家 子 (1) 自転車。将来奨学金の対

象となることへの期待

無 有

⑥ 女 G12 2 年 地域内 自営農家 無 奨学金 有 有

B 校

性
別

学歴 勤務

年数

出身地 副業 扶養家族

(括弧内は子

供の数 )

ボランティア教員になっ

た動機

USAID

による

奨学金

USAID に

よる自転

車・短期

教員訓練

⑦ 男 G12 4 年 地域内 自営農家 無 地域の子供の教育への貢

献。父が始めた学校だか

ら。

有 有

⑧ 男 G12 2 年 地域内 自営農家 母 奨学金、地域の子供の教

育への貢献

有 有

⑨ 男 G12 2 年 都市部 無 無 奨学金 有 有

⑩ 男 G12 2 年 都市部 無 無 奨学金 有 有

⑪ 男 G11 7 年 地域内 自営農家 妻・子（4） 地域の子供の教育への貢

献、自転車、将来奨学金

の対象となることへの期

待

無 有

⑫ 男 G7 3 年 地域内 自営農家 妻・子（3） 自転車 無 有

⑬ 女 G9 4 年 地域内 自営農家 子（1） 地域の子供の教育への貢

献。叔父が始めた学校だ

から。

無 有

C 校

性
別

学歴 勤務

年数

出身地 副業 扶養家族

( 括弧内は子

供の数 )

ボランティア教員になっ

た動機

USAID

による

奨学金

USAID に

よる自転

車・Tシャ

ツ・短期

教員訓練

⑭ 男 G12 8 年 地域内 自営農家 妻・子 (3) 地域の子供の教育への貢

献。神への奉仕。尊敬す

る教会牧師からの依頼。

無 無

（出所）学校質問票及び聞き取り調査。
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表 6　PCSC によるボランティア教員に対する手当と労務の提供

学校 学費（PCSC 会費）徴収額

（児童一人当たり /学期）

教員一人に対して一学期に支払われる報酬額と

親・住民により教員に提供された労務・物資

A校 6,000 クワチャ 

(1.63 米ドル相当 )

・ 10 万クワチャ /学期あたり （22 米ドル相当）

・ 学校農園を耕作し、収穫物を教員に提供

・ PCSC 会長がボランティア教員 1名に住居を提供

B校 4,500 クワチャ

(1.02 米ドル相当 )

・ 8 万クワチャ /学期あたり （18 米ドル相当）

・ 主食のメイズの作付期に教員の農地を無償で耕作（しか

し、これは 2006 より、親への負担が大きすぎるとして停止。）

C校 3,000 クワチャ 

(0.68 米ドル相当 )

・ 住民が殆ど学費を納めないためほぼ無報酬

・ 教員に対する住居建設（途中で資材が足りなくなり中断

している。）
(注）1米ドル＝ 4,380 ザンビア・クワチャで計算。

（出所）学校質問票及び聞き取り調査。
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リアの見通しが乏しいこと」を挙げたボラ

ンティア教員には、奨学金を得ることを期

待していたが、実際には奨学金を得られな

かった者に多く見られた（回答者 3 人中 2

名）。その内の一人である A 校のボランティ

ア教員⑤は、奨学金を得る見込みがないと

わかると、本調査の後半に離職してしまっ

た。前述のとおり、USAID の奨学金事業は

1 回限りのパイロット事業であり、今後は

受給者の予定はないとのことである。なお、

USAID は、奨学金を受給した教員に対し、

正規教員教員養成課程を終え、正規教員資

格を得て政府より給与が支払われるように

なった後、最低 3 年は当該コミュニティ・

スクールに勤務することを求めている。し

かし、A、B 校の PCSC 会長は、政府は正規

教員となった教員を公立校に異動するので

はないかと予測している。この点について

は、フォローアップ調査が必要である。

　以上より、PCSC が、ドナーの支援無しに、

一定の学歴、とりわけ制度が求める高卒資

格を持つ教員を必要数確保し、安定的に定

着させることは、非常に困難であることは

明らかである。その最大の要因は、地域内

に教員になれるだけの一定の学歴を有する

住民が少ないこと、そして、ボランティア

教員に PCSC が払う報酬が彼らの生活を保障

できないためである。たとえボランティア

教員となっても、彼らは、生活苦や正規教

員との間の様々な格差に直面し、職務継続

か離職かの間で葛藤し、最終的に離職を決

断する場合も少なくないようである。

（２）PCSC によるボランティア教員の欠勤

への対応とその効果

　第 1節及び 2節で述べたとおり、CS では、

親やコミュニティの代表組織である PCSC

は、ボランティア教員の雇用主であり、ボ

ランティア教員の解雇権を有している。先

述のとおり、近年、複数の研究者が、こう

した仕組みには、教員の欠勤を抑止する効

果があるとする見方を示している（例え

ば、World Bank 2003; DeStefano et al. 

2007；Patrinos and Kagia 2007; Bruns et 

al. 2011）。これらの研究者は、そのように

想定する根拠として、契約教員は、雇用主

である親やコミュニティからの契約非更新

や解雇を回避しようとするインセンティブ

が働くからであると考える。果たして、調

査校において、PCSC が持つボランティア教

員の解雇権は教員の欠勤を抑制していると

いえるだろうか。

　これについて検証するために、まず、調

査校におけるボランティア教員の欠勤状況
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について PCSC から聴取を行った。A、B 校

の PCSC 会長は、いずれも、ボランティア教

員の欠勤が「はびこって（rampant）」おり、

問題であるとの認識を示す。そして欠勤が

多い理由は、ボランティア教員が自らの生

活のために、農作業をしなければならない

からであると述べる。B 校の PCSC 会長の回

答を紹介する：

ボランティア教員の欠勤は大きな問題

です。教員の中には、週に 2、3 回し

か来ない者もいます。彼らも、生活の

ために農作業をしなければならないの

です。常に、2-3 人の教員が欠けてい

る状態なので、私は、即席で複式学級

を構成して、その日学校に来ている教

員に、複数学年の児童を同時に教えて

くれるように頼まなければなりません。

ああ、これは本当に頭が痛い問題です。

（B校、PCSC 会長）

　一方、C 校では、PCSC 会長は、多忙を理

由に、ボランティア教員の出欠状況のモニ

タリングは行っておらず、PCSC 会長は、ボ

ランティア教員の出欠状況を把握していな

かった。しかし、調査者による同校の観察

では、教員は週の半数以上欠勤していたこ

とが確認された。C 校では、教員は１人し

かいない。そのため、その教員が欠勤すれば、

他に教員はおらず、児童達は一日中、いつ

出勤するか分からない教員を待つのみの状

態であった。

　各校の PCSC は、欠勤教員に対してどのよ

うな対応をしているのであろうか。A 校の

PCSC会長は、週に2-3回、B校のPCSC会長は、

ほぼ毎日学校を訪問し、ボランティア教員

の出欠状況を確認していた。よって彼らは、

欠勤教員を特定できる立場にある。両校の

PCSC 会長に、「欠勤教員に対しどのような

対応を取るか」という質問を行った。彼ら

は同質問に対し、「欠勤をしないように嘆願

したり、一時的に現金や食べ物をボランティ

ア教員に融通して欠勤を回避してもらうよ

うに頼む」と回答する。「欠勤教員を解雇し

たり、解雇権を持ち出して警告や指導を行

う」と答えた者は皆無であった。PCSC が、

欠勤教員の解雇や警告を行うことに慎重で

ある最大の理由は、当該教員がいなくなれ

ば、ほぼ無償でボランティア教員を務めて

くれる代わりの教員を確保することができ

ないと判断するためである：

PCSC 会長：（欠勤教員に対し）私ができる

ことといえば、できる限り学校

に来てくれるよう頼むだけで

す。彼らはボランティアに過ぎ

ないのです。家に食べるものが

なければ、学校に来ることはで

きません。ですから、私は、時

には彼らに個人的に現金や食べ

物を支援して、学校を休まない

ように頼むこともあります。私

自身も貧しいですから、これは

簡単なことではありません。

筆者： ボランティア教員に対し、欠勤

が続けば解雇するといって、欠

勤を改めるように、警告や指導

は行わないのですか？

PCSC 会長：そんなことできませんよ。そん

なことをすれば、彼らは辞めて

しまうでしょう。ほぼ無報酬で

務めてくれる別の教員を見つけ

ることなどできません。教員が

辞めて、困るのは児童達なので

す。

筆者： でも、B 校では、USAID が複数

のボランティア教員に奨学金を

授与したことで、奨学金を目当

てに教員数が増えたのではない

ですか？

PCSC 会長： USAID の支援はパイロット事業

で、今後我々の学校の教員に奨
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学金を新たに供与する予定は

ありません。ですから、来年以

降はまた昔のようにボランティ

ア教員のなり手がいなくなるで

しょう。私たちはどうしても今

いる教員を繋ぎ止めなければな

らないのです。

　このように、PCSC が制度上ボランティア

教員の解雇権を有することは、PCSC が欠勤

教員を実際に解雇したり、解雇権を散らつ

かせて、欠勤教員に警告や指導を行うこと

を必ずしも意味しない。その最大の理由は、

欠勤する教員が辞めてしまえば、他に代替

教員を雇うことができないと判断するから

である。

　PCSC が、欠勤教員に対し何らかの対応を

迫られるのは、自らのモニタリングにより

欠勤教員を特定した時だけではない。児童

の親が、PCSC に対し、欠勤教員に対する苦

情を申し立て、何らかの解決を依頼する場

合もある。PCSC は、それに対し何らかの対

応を迫られることになり、　その結果、親と

欠勤教員を交えた話し合いの場を持つこと

になる場合が多いという。実際、調査期間

中に、B 校では、5 年生の担当教員（表 5、

⑪）の欠勤の多さに不満を持つ複数の親が、

PCSC 会長に対し解雇を依頼した。これを受

けて PCSC 側は、親や当該教員、そしてマ

ザー・スクールから派遣されている正規教

員を招集して、同教員の処遇を話し合う会

合を開催した。しかし、同会合で PCSC が出

した結論は、やはり、当該教員の解雇はで

きない、というものであった：

母親 A： この先生は自分の生計向上の

ために忙しく滅多に学校に来ま

せん。子供たちは学校に行く意

味がなく通学を辞めてしまいま

した。確かに私たちは先生に十

分な手当てを支払っていません

が、それでも毎日学校にきてい

る先生もいます。この先生には

辞めてもらい、別の教員を探し

たいです。

正規教員： この先生を辞めさせる案には賛

成しかねます。この先生はボラ

ンティアでたいした給与をも

らっていないのです。この先生

を解雇したら誰が変わりにあな

た方の子供たちを教えてくれる

のですか。タダで教えてくれる

教員など他にはいませんよ。

渦中のボランティア教員：

 どうぞ私を解雇してください。

教員を辞めたって私が失うもの

は何もないですからね。すべて

の時間を農作業に使えるように

なるのですから（むしろありが

たいことです。）。あなた方が教

えられるならあなたたちが教員

になればいいじゃないですか。

母親 B： 私たちだってそうしたいです

よ。でも私たちは学校に行った

ことがないので子供達に教える

ことができないのです。

母親 C: ああ、私たちには何の力もあり

ません。PCSC はこの先生を解

雇することに前向きではないよ

うです。

PCSC 会長：母親の皆さん、この先生には引

き続き教員として勤務してもら

います。分かりましたか。いい

ですね。

（B 校におけるボランティア教員の処遇を巡

る会合での参加者のやりとりより抜粋）

　この会合の模様が示すように、親が PCSC

にボランティア教員の解雇を依頼した場合

でも、PCSC が実際に当該教員の解雇に踏み

切ることは難しいようである。このことは、

全ての調査校において、教員の欠勤の多さ
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にもかかわらず、過去に欠勤を理由に解雇

された教員が１人もいないことからも裏付

けられる。そして、その最大の理由は、先

述のとおり、PCSC は欠勤教員を解雇しても

代わりの教員を見つけられないと判断する

ためである。親やコミュニティが、契約教

員の解雇権を行使できるとする見方は、欠

勤教員を解雇しても代わりを務めてくれる

ボランティア教員のなり手がいることを暗

黙の前提条件としている。しかし、前節で

考察したとおり、調査地域ではそうした前

提条件は満たされていない。更に、この会

合の後に、B 校の PCSC 会長は、ボランティ

ア教員の解雇が難しい別の理由も説明して

くれた。それは、ボランティア教員の解雇

は、コミュニティの調和を乱すことになり

かねないために、慎重にならざるを得ない、

というものであった：

ボランティア教員を解雇すれば、コミュ

ニティの調和を乱すことになります。

教員への不満を口にすることは、村の

生活の平和を壊すことになりかねない

のです。この村の住民の殆どはいわば

拡大家族で互いに血縁関係にあります。

地元出身のボランティア教員もまた、

保護者や住民たちと何らかの血縁関係

にあるのです。ですから、無償で奉仕

してくれている彼ら（教員）を公然と

非難することを躊躇せざるを得ません。

コミュニティの調和が崩れると、ただ

でさえ乏しい PCSC 会費の徴収率やコ

ミュニティによる労務提供に悪影響が

でてしまいます。そんなことになれば、

コミュニティ・スクールは成り立って

いきませんよ。(B 校、PCSC 会長）

　このように、PCSC が、ボランティア教員

の欠勤に対して実質的に解雇権を行使でき

ないという状況の下、PCSC の教員の解雇権

自体が、ボランティア教員の欠勤を抑制す

る効果は少ないと言えそうである。全ボラ

ンティア教員に対して行った質問「PCSC か

らの働きかけや親からの苦情に対して、欠

勤を改善するか」に対して、全 14 名のボラ

ンティア教員のうち、12 名もが、「その必

要はない」もしくは「そのようなことは今

まで考えたことがない」と応えたことから

も、その傾向が窺える：

コミュニティは私たちに十分な報酬を

与えてくれません。もし学校に行きた

くない日があれば行きませんよ。だっ

てどんな理由で行かなければならない

のですか。（B校、ボランティア教員⑫）

私はボランティアに過ぎません。です

から親はそのことを理解しなければな

りません。私たちだって、ちゃんと食

べ物を食べて、石けんを買って身なり

を清潔にする必要があります。でも彼

ら（PCSC や親）は私たちに十分な報酬

を支払ってくれません。それにも拘わ

らず、彼らは様々な苦情を訴えます。（B

校、ボランティア教員⑨）

　これらの発言より、ボランティア教員の

多くは、自分たちはあくまでも「ボランティ

ア」であり、報酬を殆ど払わない親や PCSC

の要求に応える必要はないと考えている様

子が窺える。一方、14 名中 2 名と少数では

あるが、「親からの尊敬と信頼を失いたくな

いし、子供の成績も下げたくないので、親

の要求にはできるだけ応じる。」「ボランティ

ア教員は親の信頼に応える必要がある。」と

答えた教員もいた。このように回答した

教員は、USAID による支援開始以前からボ

ランティア教員として勤務している人物で

あった（ボランティア教員②、⑦、表 5参照）。

勿論、調査者にいい印象を与えようとして、

教科書的な回答をした可能性は否定できな

いが、このように考える教員もいる。しか
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しその人数は少ない。また、彼らが PCSC の

意向に応答すべきと考えるのは、PCSC が持

つ教員解雇権を恐れているからというより

は、親やコミュニティとの信頼関係が壊れ

ることを危惧しているからであるようであ

る。つまり、PCSC や親の要求に応答して、

欠勤を改善しようとする意欲を持つか否か

は、その教員自身の内発的動機や、親やコ

ミュニティとのそれまでの関係が、影響し

ているのではないかと推測される。この点

については、十分に掘り下げることができ

ておらず、今後の研究課題である。

５．調査結果の考察と今後の課題

　近年、万人のための教育を達成しようと

する途上国において、親やコミュニティが

期間限定で直接雇用する契約教員は、公的

支出を抑制しつつ、教員不足を解消する有

効な手立てと期待する見方がある。また、

親やコミュニティが、契約教員の解雇権を

有する場合、契約教員の勤務態度向上のイ

ンセンティブが高まり、欠勤を抑制するこ

とができるという見方も示されている（例

えば、World Bank 2003; DeStefano et al. 

2007；Patrinos and Kagia 2007; Bruns et 

al. 2011）

　ザンビアのコミュニティ・スクール (CS)

では、親と住民の代表組織である PCSC が、

ボランティア教員と呼ばれる契約教員を直

接雇用し、欠勤が多ければ解雇する権限も

留保している。そこで、本稿では、ザンビ

アの農村郡の CS を事例として、親やコミュ

ニティの代表組織である PCSC によるボラン

ティア教員の採用及び罷免の権限が、実際

に CS の教員不足解消に貢献し、教員の欠勤

を抑制する効果を持ち得ているかについて、

検証を行った。

　検証の結果、PCSC が、政府が求める高

卒資格を有するボランティア教員を必要数

確保し、安定的に定着させることは、困難

であることが明らかになった。その最大の

要因は次の 2 つに集約される。第一に、各

校が設立される以前には学校が地域内にな

かったため政府の求める高卒資格を有した

住民が少ないこと、第二に、ボランティア

教員に対する報酬が低くボランティア教員

のなり手が殆どいないことである。調査地

域の親の大半が自給自足であり、現金収入

が乏しい中、ボランティア教員の生活を支

えるだけの報酬を支払うことができない。

そのため、援助機関から、ボランティア教

員に対する物品や奨学金などの支援がない

限り、ボランティア教員のなり手は少ない。

一方、本稿では、少数ながら、低い金銭的

報酬にも拘わらず、強い内的動機よりボラ

ンティア教員を続けている者もいることも

明らかにした。しかし、彼らも、生活苦や

正規教員との間の社会的地位や勤務環境に

関する様々な格差に直面し、また将来正規

教員になれる見通しもないため、最終的に

離職してしまう場合も少なくない。つまり、

ボランティア教員制度は、農村部において、

安定的に教員を補充できていないといえる。

　本稿では、また、PCSC に付与されている

ボランティア教員の解雇権も、ボランティ

ア教員の欠勤の防止力としては、ほとんど

機能していないことを明らかにした。PCSC

が制度上ボランティア教員の解雇権を有し

ていても、PCSC が欠勤教員を実際に解雇権

を発動できるわけではない。その最大の理

由は、欠勤する教員が辞めてしまえば、他

に低い報酬でボランティア教員を務めてく

れる者を確保することができないと判断す

るからである。また、PCSC は、コミュニティ

の成員でもあるボランティア教員を解雇す

ることは、コミュニティの団結や調和を損

ねる恐れがあると危惧し、解雇を差し控え

ることもあるようである。そして、ボラン

ティア教員の多くは、PCSC からら殆ど報酬

をもらっておらず自分達はあくまでも「ボ

ランティア」と認識し、PCSC や親からの依
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頼や苦情に応じて、欠勤を減らす立場には

ないと考えている。

　親やコミュニティが、契約教員の採用と

解雇を担うことで、教員不足と教員の欠勤

を解消するという想定は、様々な暗黙の前

提条件に基づいている。なかでも、コミュ

ニティ内に一定の学歴を持ち、ボランティ

ア教員として地域の教育に貢献しようとい

う意欲のある者が十分に存在すること、親

やコミュニティに十分な経済力があり、ボ

ランティア教員の生活を保障することがで

きることは重要な前提条件であると思われ

る。しかし、調査地域を含む農村部の CS の

多くではそれらの前提条件は満たされてい

ない。ザンビアの農村部では、親の経済力

は乏しく、コミュニティの学歴も低いこと

に鑑みれば、こうした制度の期待は非現実

的な側面がなかっただろうか。

　少ない報酬で勤務するボランティア教員

たちの存在が、それまで学校教育を受ける

ことが出来なかった農村部の児童の教育ア

クセスに重要な役割を担っている事実は否

定できない。しかし、公立校では教員給与

を政府が負担して正規教員を雇用している

のに、CS では親が教員の手当てを工面しそ

れでも低学歴の教員しか雇えないという状

況は、公平性の観点からも問題を含んでい

るように思われる。

　最後に本稿の限界と今後の課題を示した

い。第一に、本稿は、農村部の 3 校のみに

絞った定性的研究であり、ザンビア全体の

傾向を語るには限界がある。他の農村部を

研究した調査はボランティア教員に殆ど手

当てが支払われていない状況が報告してお

り（Chondoka 2006; Chakufuyali et al. 

2008）状況が類似している可能性を示唆し

ているが、今後はボランティア教員の手当

が農村部よりも高いと想定される都市部の

CS や NGO が直接運営をしている CS の実態

についても調査する必要がある。

注

(1)  途上国におけるコミュニティ・スクールの形

態は多様であり、一括りに語ることはできな

い。先進国におけるコミュニティ・スクールは、

柔軟性のある独自のカリキュラムや指導法を

取り入れたオルタナティブ教育（代替教育）

を提供する学校としての発展が知られている、

一方、近年の途上国（とりわけ、南アジアや

アフリカ地域）におけるコミュニティ・スクー

ルは、公教育の補完的（complementary）学校

として、コミュニティや NGO が運営主体となっ

て、政府が基礎教育を提供できない層に教育

を提供する学校である場合が多いと報告され

ている（Rose 2007）。

(2) エルサルバドルの「コミュニティ主導型学

校教育プログラム（EDUCO: Educatión con 

Participatión de la Comunidad）」において保護

者会に教員の採用・監督・罷免の権限を付与

したことで、教員の欠勤率が低くなったとの

報 告 (Jimenez and Sawada 1999; Sawada 2000)

は、こうした主張を後押しすることとなった。

(3)  DeStephano (2006) によれば、都市部で CS に

通学する主な理由は公立校の PTA 会費や制服

代が払えないことであり、農村部では通勤距

離圏に公立校がないことが主な理由である。

(4)  CS への学校補助金の供与は、公立基礎教育学

校に対して補助金供与が開始された 2001 年頃

に開始されている。

(5)  1990 年代には多くの CS において、UNICEF の支

援で開発された SPARK（Skills Participatory 

Access Relevant Knowledge）という初等 7年

分を 4 年に圧縮したカリキュラムが使用され

ていた。しかし、同カリキュラムに基づく教

育では、7 年生卒業試験の受験資格が得られ

ないため、近年は殆どの CS が公立校と同じナ

ショナル・カリキュラムを採用している（MOE 

2007）。

(6)  PCSC 役員には、児童の親や地域住民とボラン

ティア教員に加え、支援する NGO や地域団体

の代表者も含めてよいとされている。PCSC 役
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員は PCSC 総会での選挙による選出が義務付け

られている。ただし、その任期や人数は明確

に定められておらず各 CS の裁量に任されてい

るのが実情である。

(7)  ザンビアでは、2002 年に 1-7 年生までの学費

無償化政策が導入され、政府はその理念は公

立校同様 CS にも適用されるとしている。ただ

し、政府は親やコミュニティによる「自主的」

な財政負担も必要だとし、PTA や PCSC 会費な

どの学費以外の費用徴収については、それら

の未払いを理由に児童が就学拒否をされない

限り無償化には抵触しないとしている。

(8)  会合記録は、参加者の発言を通訳が逐一筆者

に耳打ちし、筆者がそれを出来る限りその場

でノートに書き留める方法をとった。また、

PCSC 会長の承諾が得られた場合には会合に録

音機を設置し、会合後にそれを通訳が耳打ち

してくれた内容を書き留めたノートの内容と

照合して確認作業を行った。

(9)  公立基礎教育学校の正規教員の異動について

は、郡教育評議会が郡内の異動に限り、決定

権を有している。しかし、実態としては教員

個人の希望が優先される傾向にある。そのた

め、多くの正規教員が、都市部や商業施設へ

のアクセスの良い幹線道路沿いの学校での勤

務を希望する傾向があり、僻地の学校におい

ては教員不足が慢性的である。

(10) PCSC 会費はボランティア教員の手当支払の

他に、学校建設費などにも充当される。

(11) PCSC 役員への聞き取り調査によれば、PCSC 会

費の徴収率に最も影響を与えるのは、親の経

済力である。特に、雨期には作物が取れず親

の現金収入が極めて乏しいため、徴収率は非

常に低くなるということである。親の PCSC

会費の支払意欲に影響を与えるその他の要因

として、7 年生修了試験の結果や PCSC 会費

の使述の透明性も挙げられた。

(12) 公立基礎教育学校の教員給与は、資格や勤務

年数に応じ 170-340 米ドル程度である。

(13) 岡村（2011）もボリビアの公立校を事例に教

員が親からの苦情を受けて態度を修正するか

否かは、親と教員とのそれまでの関係が関係

している可能性があると指摘している。
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The Role and Challenges of Volunteer Teachers in Solving 
Teacher Shortages in Rural Area – Case Study of Community 

Schools in the Masaiti District, the Republic of Zambia
 

Taeko Okitsu
Independent Consultant　

Contract teachers are seen by some as a low-cost solution to the teacher 
shortages in developing countries, which are striving to achieve UPE by 2015. 
Furthermore, some researchers recently argue that contract teachers who are 
directly hired and fired by the community are likely to attend schools regularly 
despite their low remuneration (for example, World Bank 2003; DeStefano et al. 
2007; Patrinos and Kagia 2007; Bruns et al. 2011).

This paper investigates the extent to which contract teachers called ‘volunteer 
teachers’ in community schools contribute to solving teacher shortages and 
teacher absenteeism in rural Zambia, through an exploration of the perspectives 
of the people under study. In the community schools in Zambia, parents and their 
representatives of Parents Community School Committees (PCSCs) are in charge 
of hiring and remunerating volunteer teachers. PCSCs are also expected to monitor 
the work of volunteer teachers and fire them if their performance and attendance 
are not satisfactory. 

The study reveals that PCSCs were incapable of locating sufficient numbers 
of educated volunteer teachers from the locality in practice. This was due in part to 
the general low level of education among the population of the catchment area and 
a huge challenge in remunerating him or her highly enough to adequately meet 
livelihood requirements. Furthermore, teacher turnover was high due to their lower 
remuneration and social status compared to the teachers in the government schools 
on government payroll, as well as insufficient material and professional support 
given by the District office and the near-by government schools called ‘mother 
schools’

In a context of inadequate compensation, the absenteeism of volunteer 
teachers was also high in all schools. However, PCSCs typically hesitated to 
take any disciplinary action against teachers, as they judged that they would be 
unable to find an alternative teacher willing to work for little or no remuneration. 
Moreover, PCSCs rarely dismissed volunteer teachers because they would 
rather avoid causing any trouble with teachers who often come from their own 
neighborhood. Consequently, the right of the PCSCs to fire volunteer teachers 
did not necessarily result in the greater incentive for the latter to attend schools 
regularly. 
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Thus, this article argues that volunteer teachers in community schools do not 
sufficiently contribute to solving teacher shortages and teacher absenteeism in rural 
Zambia. Community schools in rural Zambia were mostly established by parents 
who were unable to send their children to government schools due to distance and 
costs, thus their socio-economic and education endowment is extremely low. In 
this context, the policy expectation that they are capable of hiring, remunerating 
and managing teachers effectively may have been unrealistic.


